
	部会名：
都市・地域計画（部会長：岸井教授） 全体150p


	氏名：阪井清志

所属：国土交通省

	重要なトピックス（節レベル）
	左記トピックスの内容（項レベル）
	内容に関わるキイワード

	国土・都市の現状と変遷 20p

	国レベルの大きな社会経済情勢の動きを整理した上で、データ等から国土・都市の変遷と現状について記述
・人口構造・国土構造の変化（少子高齢化、大都市圏への人口流入の緩和、その後の東京区部への再集中　等）

・経済状況、産業構造の変化（バブル崩壊、金融危機、工場の海外移転、財政危機、リーマンショック　等）
・新たな都市問題の顕在化（地価下落、大規模空閑地の発生、環境問題、都市型災害　等）
・大都市圏と地方都市に関する現状・課題（東京一極集中、高速交通体系整備の進展、中心市街地の疲弊、限界集落　等）

・行政の仕組みの変化（分権、合併、行財政改革　等）

・国土・都市政策の担い手の変化（ＮＰＯ、民間活力　等）
	＜大きな社会経済情勢の動き＞

H3以前：清算事業団による資産売却(S62)、国の行政機関等
　　　　 の移転及び跡地利用(S63)､公共投資基本計画(H2)

H3：総合土地政策推進要綱、市街化区域内農地（都計審

　　 答申、宅地並み課税）、特定商業集積整備法

H5：環境基本法

H7：阪神淡路大震災

H9：環境影響評価法、京都議定書採択、都市政策ビジョン

　　 新総合土地政策推進要綱（地価抑制から土地活用）

H12:日本版REIT解禁

H13:都市再生本部、国交省発足、規制改革推進3か年計画
H15:都市再生ビジョン、社会資本整備重点計画法

H16:景観法

	国土・地方計画・地域開発の変遷と展開 20p

	・４全総の総合的点検と２１世紀の国土のグランドデザイン策定

・国土総合開発法から国土形成計画法へ

・地域振興、地域整備制度（多極分散型国土形成法、地方拠点都市法、大阪湾臨海地域開発整備法、特定地域の振興）

・首都機能の移転（国会等移転法）
	・４全総(S62､多極分散、拠点形成、交流ネットワーク(高規格14,000km))

・５全総(H10､多自然居住､大都市のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ､地域連携軸、広域国際交流圏)

・国土形成計画(全国計画)(東ｱｼﾞｱとの連携､持続可能な地域、安全･美しい国土､新たな公)

	都市計画の変遷と展開 20p

	・都市計画のマスタープラン

・土地利用（用途細分化、準都市計画区域、線引き選択制等）

・市街地開発事業（区画整理・再開発の展開）

・都市施設（立体都市計画、車線数の明示、街路事業等の展開）

・地方分権、市民参加等手続きの充実（分権一括法による都市計画の自治事務化、都市計画の提案制度等）

・都市計画を支える技術・調査（ＰＴ調査等）
	・市町村マスタープラン、用途細分化（H4）

・機関委任事務から自治事務、線引き選択制、準都市計画区域、都市計画区域マスタープラン（H12）

・都市計画提案制度（H14）

・敷地整序型土地区画整理事業、会社施行、パブリックインボルブメント

・都市計画の抜本見直し（H21～）



	部会名：
都市・地域計画（部会長：岸井教授） 全体150p


	氏名：阪井清志

所属：国土交通省

	重要なトピックス（節レベル）
	左記トピックスの内容（項レベル）
	内容に関わるキイワード

	新たな国土・都市整備課題への対応　20p
	・都市再生・土地の流動化（都市再生特措法、大深度法）
・中心市街地活性化（特定商業集積法、中心市街地活性化法、まちづくり３法）
・景観、歴史的資産を活かしたまちづくり（景観みどり３法、歴まち法）
・防災まちづくり（被災市街地復興法、密集法）
・環境・低炭素都市づくり（アセス法、沿道法、温対法）
・交通まちづくり（流市法、公共交通活性化法、利便増進法、駐車場法）
・新たな担い手等（バリアフリー法）
	・都市再生本部、民間都市開発、宅地並み課税、都市再生プロジェクト、緊急整備地域、都市再生特区
・ＴＭＯ、大規模集客施設
・都市景観大賞、緑の政策大綱、
・阪神淡路大震災（H7）、防災環境軸、安全・安心まちづくりﾋﾞｼﾞｮﾝ(H21)

・環境政策大綱、京都議定書、2013年以降の中期目標、環境モデル都市

・エリアマネジメント、地域活性化統合本部、全国都市再生、元気再生、ユニバーサルデザイン

	地域づくり事業・まちづくり事業の展開 70p

	・街路事業（含む一般会計）
・特定都市交通施設整備事業
・土地区画整理事業（含む一般会計）
・市街地再開発事業等（含むくら賑、防街）
・都市公園事業

・まちづくり交付金、都市再生総合整備事業等（街路、区画、再開発以外の一般会計事業を含む）
・大都市圏整備

・地方圏、特定地域整備
・ライフライン整備と地下利用（共同溝、地下街）
・都市再生機構
※各事業において代表的なプロジェクトも記述

	・街路：骨格幹線道路（特に環状道路）、空間再構築、沿道一体整備、都市交通戦略
・特定施設：連立、踏切対策、新交通、都市モノレール、
路面電車支援、交通結節点整備

・区画：既成市街地シフト、基準の柔軟な運用、拠点整備

・再開発：身の丈再開発、防災街区整備事業
・公園：防災公園、緑地環境整備

・まち交：個別補助からの転換、街まち、まち総
・都市総：パッケージ補助、大規模土地利用転換
・都市防：危険度判定、地区施設整備、宅地防災
・先導：環境対策、エコまち

・大都市圏：筑波、関学、琵琶総、業務核都市、鉄道網整備、環状高速道整備、工場等制限法
・地方、特定地域：振興拠点都市、リゾート法、新産・工特、離島、半島、豪雪、奄美、小笠原、過疎
・UR：組織の変遷等


日本土木史（平成３年～平成２２年）　都市・国土計画分野の骨子(2/2)
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